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　神戸東部新都心に集積する防災や人道支援をはじめ、保健、医療、環境など災害に関わる国際的な
機関が有機的な連携を図り、各機関がその機能をより効果的に発揮し、国際的な防災・人道支援活動
に貢献することを目的とする「国際防災・人道支援協議会（DRA）」が設立してから16年が経過した。
　この間、我が国では東日本大震災、熊本地震、大阪府北部地震、北海道胆振東部地震など地震が頻
発しているほか、気候変動などに伴う、平成30年７月豪雨に象徴される短時間強雨の増加、平成30年
台風第21号をはじめ台風の大型化など災害リスクが高まっている。加えて、高齢化社会の進展やコ
ミュニティの弱体化など社会構造の変化、都市機能の交通インフラへの依存など、自然災害に対する
社会の脆弱性もますます顕著になってきた。
　また、世界全体では、2017年、122カ国、318の自然災害が発生し、犠牲者9,503人、被災者9,600万
人。被害総額は史上２番目の3,140億米ドルに上り、その約3/4がハーヴィ、イルマ等頻発する米国等へ
のハリケーン災害によるものであった（※）。
　一方、国際社会では、「持続可能な目標（SDGs）」達成を目指し、誰一人取り残さない取組が推進さ
れている。特に、SDGs11ｂやSDGs13.1等では、「仙台防災枠組2015-2030」に沿った持続可能でインク
ルーシブな都市を増やすことで、気候変動や災害にレジリエントな社会の形成への取組が進められて
いる。
　今回のフォーラムでは、最近発生した日本及び米国での大規模災害における被害の様相や新たな課
題についての発表・討議を通じ、災害多発時代における、新たな課題に向けた方策について考える。

（※）EM-DAT CRED 資料より
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米国科学アカデミー、全米技術アカデミー、全米医学アカデミー ガルフリサーチプログラム
エグゼクティブディレクター

ローレン・アレクサンダー・オーガスティン

Prof  i le

前職は全米アカデミーズのレジリエント・アメリカ・プログラム（科学や様々なステー
クホルダー・エンゲージメントを通じて、異常気象へのレジリエンスを高めるための取
り組みについてコミュニティを支援する）のディレクター。主な取組内容は、都市型水
害、レジリエンス対策、ハリケーン（ハーヴィ、イルマ、マリア）通過後のサプライ
チェーンレジリエンス、国際的な災害リスク削減とレジリエンスキャパシティビルディ
ング。2002年から米国科学アカデミー会員。水科学技術委員会の水科学政策問題研究
責任者（2002～2008年）およびアフリカ科学アカデミー開発イニシアチブ（アフリカ
8カ国の各国科学アカデミーの科学的能力を高めた10年間の分野横断型プログラム）の
副責任者（2007～2013年）。バージニア大学から応用数学とシステム工学の学士号
（理学）（B.S.）および環境計画・政策の修士号を取得。ハーバード大学から物理水文
学、地形学、生態学の学際プログラムPh.D.取得。

新潟大学 危機管理本部 危機管理室 教授

田村 圭子

新潟大学危機管理本部危機管理室教授。京都大学防災研究所研究員を経て、2006年新
潟大学災害復興科学センターに着任、2009年より現職。専門は危機管理、災害福祉。
復興庁「復興推進委員会」委員、国交省「国土審議会」委員、Co-chair of WG4 of 
Science Council of Japan, Global Forum on Science and Technology for 
Disaster Resilience 2017,等を務める。「首都圏を中心としたレジリエンス総合力向
上プロジェクト」において、プロジェクト統括として、データ利活用協議会の立上げ、
研究展開を実施。

基調講演1

基調講演2

国際防災･人道支援協議会（DRA）会長代行、人と防災未来センター長、
関西大学社会安全学部・社会安全研究センター長・特別任命教授（チェアプロフェッサー）

河田 惠昭

工学博士。専門は防災・減災・縮災。現在、阪神・淡路大震災記念　人と防災未来センター長
（兼務）のほか、京大防災研究所長を歴任。京都大学名誉教授。2007年国連SASAKAWA防災
賞、09年防災功労者内閣総理大臣表彰、10年兵庫県社会賞受賞、14年兵庫県功労者表彰、16
年土木学会功績賞、17年アカデミア賞、18年神戸新聞平和賞受賞。現在、中央防災会議防災対
策実行会議委員。日本自然災害学会および日本災害情報学会会長を歴任。

パネルディスカッション ファシリテーター

パネルディスカッション パネリスト

米国科学アカデミー、全米技術アカデミー、全米医学アカデミー ガルフリサーチプログラム
エグゼクティブディレクター

ローレン・アレクサンダー・オーガスティン

新潟大学 危機管理本部 危機管理室 教授
田村 圭子

名古屋大学減災連携研究センター長・教授、人と防災未来センター上級研究員
福和 伸夫

名古屋大学減災連携研究センター教授、センター長。1981年に名古屋大学大学院修了後、民間建設会社
で10年間原子力発電施設の耐震研究に従事した後、名古屋大学に異動。工学部助教授、先端技術共同研
究センター教授、環境学研究科教授を経て、2012年より現職。建築耐震工学や地震工学に関わる教育・
研究に従事する傍ら、防災・減災活動を実践。国や自治体の防災施策に関わると共に、災害被害を軽減
する国民運動作りに携わる。名古屋大学内に減災館を開館し、南海トラフ地震に対する地域ぐるみの減
災活動を展開中。

兵庫県災害医療センター長
中山 伸一

1980年神戸大学医学部卒業、第一外科学教室入局、1989年同大学大学院医学研究科修了、1990年米
国Cleveland Clinic Foundation研究員、1992年神戸大学附属病院救急部、1997年同大学大学院医学
系研究科環境応答医学講座災害・救急医学分野助教授、2003年兵庫県災害医療センター副センター長、
2012年4月同センター長（兼神戸赤十字病院副院長）、現在に至る。
阪神・淡路大震災を機に、災害医学と救急医学、中でもpre-hospital careを活動の原点とし、国内外の
災害に精力的に出動しているだけでなく、日本DMAT研修の西日本総責任者として、後進の実践的教育
にも力を入れている。

人と防災未来センター主任研究員
松川 杏寧

米国カリフォルニア州にあるカリフォルニア大学アーバイン校で犯罪学を専攻し、日本に帰国後は同志
社大学大学院にて社会学を学んだ。博士（社会学）。地域の安全・安心を維持するには、住民自身の努力
が欠かせないという考えに立ち、住民活動による地域力（ソーシャルキャピタル）向上と防災・減災や
犯罪予防について研究している。東日本大震災以降、個人の生活再建に関する研究にも携わり、現在は
特に災害時要配慮者に注目し研究を進めている。2016年より人と防災未来センター研究員。
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「洪水リスクから洪水レジリエンスへ：
　　　　　　　　　ヒューストン豪雨災害以降の取組」

ファシリテーター

パ ネ リ スト

五百旗頭 真
　 国際防災・人道支援協議会（DRA）会長、

　　　　　　　　（公財）ひょうご震災記念21世紀研究機構理事長
　　　　　　　　  兵庫県立大学理事長

井戸　敏三　　兵庫県知事

佐谷　説子　　内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当）

13：30～ 開会あいさつ

ローレン・アレクサンダー・オーガスティン

13：45～ 基 調 講 演 1

米国科学アカデミー、全米技術アカデミー、全米医学アカデミー 
ガルフリサーチプログラムエグゼクティブディレクター

米国科学アカデミー、全米技術アカデミー、全米医学アカデミー 
ガルフリサーチプログラムエグゼクティブディレクター

「新たな取組：企業も強くなる・首都圏も強くなる
　　　　～首都圏レジリエンスプロジェクト・データ利活用協議会～」 
田村　圭子　　新潟大学 危機管理本部 危機管理室 教授

14：15～ 基 調 講 演 2

16：25～ 総 括・閉 会

「災害多発時代における新たな課題に向けて
　　　　　　　　　　～日米の大規模災害事例に学ぶ～」 

河田　惠昭　　国際防災･人道支援協議会（DRA）会長代行、人と防災未来センター長

田村　圭子　　新潟大学 危機管理本部 危機管理室 教授

福和　伸夫

中山　伸一　　兵庫県災害医療センター長

松川　杏寧　　人と防災未来センター主任研究員

ローレン・アレクサンダー・オーガスティン

14：55～ パネル
ディスカッション

14：45～ ［ 休 憩 ］

河田　惠昭 国際防災･人道支援協議会（DRA）会長代行
人と防災未来センター長

名古屋大学減災連携研究センター長・教授
人と防災未来センター上級研究員

開会挨拶

国際防災・人道支援協議会（DRA）会長
（公財）ひょうご震災記念21世紀研究機構理事長

兵庫県立大学理事長

五百旗頭　真
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「洪水リスクから洪水レジリエンスへ：
　　　　　　　　　ヒューストン豪雨災害以降の取組」

ファシリテーター

パ ネ リ スト

五百旗頭 真
　 国際防災・人道支援協議会（DRA）会長、

　　　　　　　　（公財）ひょうご震災記念21世紀研究機構理事長
　　　　　　　　  兵庫県立大学理事長

井戸　敏三　　兵庫県知事

佐谷　説子　　内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当）

13：30～ 開会あいさつ

ローレン・アレクサンダー・オーガスティン

13：45～ 基 調 講 演 1

米国科学アカデミー、全米技術アカデミー、全米医学アカデミー 
ガルフリサーチプログラムエグゼクティブディレクター

米国科学アカデミー、全米技術アカデミー、全米医学アカデミー 
ガルフリサーチプログラムエグゼクティブディレクター

「新たな取組：企業も強くなる・首都圏も強くなる
　　　　～首都圏レジリエンスプロジェクト・データ利活用協議会～」 
田村　圭子　　新潟大学 危機管理本部 危機管理室 教授

14：15～ 基 調 講 演 2

16：25～ 総 括・閉 会

「災害多発時代における新たな課題に向けて
　　　　　　　　　　～日米の大規模災害事例に学ぶ～」 

河田　惠昭　　国際防災･人道支援協議会（DRA）会長代行、人と防災未来センター長

田村　圭子　　新潟大学 危機管理本部 危機管理室 教授

福和　伸夫

中山　伸一　　兵庫県災害医療センター長

松川　杏寧　　人と防災未来センター主任研究員

ローレン・アレクサンダー・オーガスティン

14：55～ パネル
ディスカッション

14：45～ ［ 休 憩 ］

河田　惠昭 国際防災･人道支援協議会（DRA）会長代行
人と防災未来センター長

名古屋大学減災連携研究センター長・教授
人と防災未来センター上級研究員

開会挨拶

国際防災・人道支援協議会（DRA）会長
（公財）ひょうご震災記念21世紀研究機構理事長

兵庫県立大学理事長

五百旗頭　真

　お忙しい中、多くの方にお集まりいただき感謝申
し上げたい。
　Build Back Better が、東日本大震災の後に行われ
た仙台の国連会議で一般化した。単に復旧するだけ
ではなく、災害を機会に、より良いものをつくる、
かつてに戻すのではなく、かつてなかったものをつ
くるということが今、国際的共通基準になろうとし
ている。20 数年前に阪神・淡路大震災が起こったと
きに、日本社会はそのようなことは考えていなかっ
た。政府・中央行政では、「国費・公費を使うのは元
に戻すところまでで、それ以上良いものをつくろう
とするのであれば地元のお金を使うべき」、また、「個
人の住宅再建に国は関与しない、それは個人のもの
である、それが法体系の整合性だ」と、厳しい伝統
的基準を核としてやってきた。それに対して兵庫県
は、「それはおかしいのではないか。国費・公費と言っ
ても元々国民が払った税金だろう」、また「個人の責
任、瑕疵（かし）があるわけでもないのに、不可抗
力の大災害でつぶれた建物の再建に公費を使わない
と威張って言うのはいかがなものか」と主張し、全
国知事会の支持も得て、2,500 万人の署名を集めた。
そして、議員立法によって阪神・淡路大震災の 3 年
後に被災者生活再建支援法が制定された。それ以後、
個人住宅、個人財産を再生させるために 300 万円ま
で国から支給されるという制度ができた。むしろ兵
庫県が主張したことが今や共通認識になっている。
　兵庫県は復旧以上の創造的復興にもこだわり、こ
ころ豊かな県民生活のシンボルとして兵庫県立芸術
文化センターをつくり、現在、貴重な資産となって
いる。淡路島には淡路夢舞台ができ、国際的な会議
を行う場、自然と人間が共生する場となっている。
さらに、HAT 神戸には、われわれが今働いている、
防災のためのシンクタンクができた。災害はたくさ
ん起こったが、災害後、人々の支援を系統立てて行っ
ているのはこのシンクタンクだけではないか。国際
的に Build Back Better が一般化する以前、行政がま
だそこまでいかなかったときに、兵庫県が中心とな
り取り組んだ創造的復興の中でできたシンクタンク
である。2002 年に人と防災未来センターが設立でき

たのも、当時、京都大学教授であった河田惠昭先生が、
センター長を兼ねてくださったからである。その後、
生まれた国際防災・人道支援協議会（DRA）の 19 機
関が HAT 神戸を中心に集まり、年に 1 度、実施して
いるこの「国際防災・人道支援フォーラム」が今回
で 17 回目を迎えた。
　安倍政権は「女性を輝かせる。女性の比率を増や
せ」と言っているが、今、国では女性大臣は片山さ
つきさん一人だけである。しかし、われわれのこの
フォーラムは、基調講演者は二人とも女性である。
一人はアメリカからお越しくださったローレン・ア
レクサンダー・オーガスティンさん。彼女は、米国
科学アカデミーのエグゼクティブディレクターで世
界の力強い知的リーダーであるとともに、防災ある
いは開発問題に特に力を入れて米国社会を牽引され
ている素晴らしい方である。先ほど控え室で、「トラ
ンプ政権下で政府機関がたくさん止まっているが、
あなたのところは大丈夫か」と伺ったところ、「私た
ちはインディペンデントな組織だから直接は止まら
ない。ただ、政府関係機関はいろいろ困っているよ
うだ」とおっしゃっていた。トランプ大統領の後は
オーガスティンさんのような方に大統領になってい
ただいたらいいのではないか。
　もう一人は日本の田村圭子さん。彼女は新潟大学
教授で、首都直下地震の対応などについてもめざま
しい活動をなされている方である。創造的復興に早
く取り組んだこともわれわれの誇りだが、今日、こ
のような素晴らしい、アメリカと日本を代表する二
人の女性を、基調講演者として得たことも大変誇ら
しく思っている。
　アメリカでは、ハリケーン・カトリーナ以来、最
悪の惨事となった一昨年のハリケーン・ハーヴィの
失敗に学び、その課題の克服をリードしてこられ、
この分野で特に造詣の深いオーガスティンさんから、
その課題と対応策についてお話をして頂く。われわ
れはそこから学ぶことが多いだろう。日米のそのよ
うな試みを共有して、今日は皆さんにも一緒に災害
多発時代における新たな課題について考えていただ
きたい。



6　　　 国際防災・人道支援フォーラム 2019 国際防災・人道支援フォーラム 2019　　　 7

開会挨拶

佐谷　説子

開会挨拶

井戸　敏三
兵庫県知事 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当）

　2019 年 1 月 17 日に、阪神・淡路大震災から 24 回
目のその日を迎えた。その被害の直後から、私たち
がテーマとしたのは創造的復興であった。従前の水
準を取り戻すだけでなく、今後の社会に貢献できる
地域として再建したい。そのような基本方針を定め
て復旧復興に努力してきた。震災からの復興過程で
重点としてきたのは、高齢者の見守り、地域コミュ
ニティの再生、まちの賑わいづくりという課題であっ
た。県民、市民と共に作り上げてきた復興計画の下
で、ソフト・ハード両面にわたる復興を進めてきた。
ハード面では、災害に強いまちづくりをテーマにし
た。2005 年に、ここ神戸で第 2 回国連防災世界会議
が開かれて、「兵庫行動枠組」という世界共通のアジェ
ンダが作られ、防災・減災という政策を各国政府の
主要施策に格上げし、メインストリームとすること
が強調された。
　2015 年は、仙台で第 3 回国連防災世界会議が開か
れた。そのときは既に、各国政府の主要施策に防災・
減災を位置付けることは当たり前になっていたため、
防災・減災をメインストリームにすることは全く議
論されなかった。その代わり、仙台で決議されたの
は創造的復興（Build Back Better）だった。私たち
が目指した事柄が世界の人たちの共通目標になった
ことを、大変誇らしく思っている。
　2019 年 4 月には、現在の平成天皇が退位され、平
成の時代が終わりを迎える。雲仙普賢岳の大噴火に
始まり、阪神・淡路大震災、東日本大震災、熊本地
震、全国各地での豪雨災害の発生など、平成は災害
多発時代の始まりを告げる 30 年だったと言える。海
外では、昨年だけでも、2,000 人以上の犠牲者を出し
たインドネシアのスラウェシ島の地震をはじめ、ア
ジア各国を襲った台風やアメリカで猛威を振るった
ハリケーン、山火事など、多くの災害が発生している。
改めて自然災害の恐ろしさを実感する 1 年だった。
　本フォーラムのテーマは、「災害多発時代における
新たな課題に向けて」である。災害の度に私たちは
新しい課題に直面しているが、私が強調したいのは、
過去の災害に私たち人類はなぜ学ばないのだろうか
ということだ。人類は本当に物忘れが早い。だから
こそ、今回のようなフォーラムが非常に大切である。
　2018 年 6 月に大阪府北部地震が発生した。阪神・
淡路大震災のような大きな被害なかったが、改めて
幾つかの課題に気付かされた。まず、帰宅困難者対

策だけでなく、通学・通勤時対策も併せて行われな
ければならないということと、建物自体は大きな被
害は受けなくても、家具や電気製品が倒れると、高
齢者は後片付けができないということだ。結果とし
て、避難所で 1 週間程度の生活をせざるを得なくな
ることを想像していなかった。また、台風21号の高潮・
高波被害では、関西国際空港の機能が止まり、8,000
人が閉じ込められるという経験までした。関西国際
空港が水浸しになることが現実のものになるとは思
われていなかった。平成 30 年 7 月豪雨では、高齢者
などの避難行動要支援者の犠牲が大きかった。過去
の災害に学び、それに対応していくことが大切だと
改めて気付かされた。
　阪神・淡路大震災から 24 年たち、阪神・淡路大震
災を知らない人が増えている。従って、忘れないこ
とだけではなく、阪神・淡路大震災の経験や教訓を
伝え、それを踏まえて新しい対応に活かし、来たる
べき南海トラフ巨大地震に備えることが大事だ。忘
れない、伝える、活かす、備える、この四つのキーワー
ドをベースとして、来年 1 月 17 日の阪神・淡路大震
災 25 年を迎えたいと考えている。
　過去の災害に学び、未来の災害に備えるためには、
過去の災害の経験や教訓を活かして、未来にどんな
災害が来るか、その災害に遭ったらどのように復旧
復興を遂げていくのかを、一連のシナリオとして整
理しておくことが重要である。起こったときに慌て
るのではなく、起こる前から取るべき行動をシナリ
オ化しておき、そのシナリオに従い、あるいはシナ
リオを修正しながら行動する。そのために防災訓練
や事前の情報交換が必要だ。しかし、現在そのよう
な体制ができているとは言えない。南海トラフ巨大
地震や首都直下地震などは国難となり得る災害であ
り、これから 30 年のうちに 80％の確率で起こるとい
われている。つまり、絶対来るということだ。われ
われは国に対し、関西にも東京の防災機能をバック
アップする機能を持たせるとともに、災害の備えか
ら復旧復興までを担う専門機関として防災庁をつく
るべきだと提案している。
　このフォーラムが国際防災・人道支援協議会（DRA）
の枠を越え、世界中の経験や最新の知見を共有し、
世界の安全・安心な社会の実現に活かされることを
心から期待している。
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開会挨拶

佐谷　説子

開会挨拶

井戸　敏三
兵庫県知事 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当）

　現在、神戸発祥の創造的復興（Build Back Better）
という考えは世界に広まっている。私は国連の防災
専門部局である国連国際防災戦略事務局（UNISDR）
に関する日本政府の窓口を務めているため、Build 
Back Better という考えが、国連の中でも共通の言語
となっていることを常に感じている。
　今、国際的に一番話題になっているのが、防災に
関する戦略を持つことだ。これは仙台防災枠組の中
で、2020 年までに、防災戦略を持つ国の数を増やす
ことが掲げられているからである。世界の中では防
災戦略の策定に向けて急ピッチで作業が進んでいる。
もちろん国だけではなく、災害は現地が重要なので、
全ての地方政府においても防災の戦略を持たなけれ
ばいけない。しかし、世界ではまだ全ての国が防災
戦略を持っているわけではなく、特に地方レベルに
おいては、先進国の中でも持っている国は少ない。
日本は、国レベルでは防災基本計画があり、全ての
都道府県市町村は地域防災計画を持っているという
点で、世界の中では非常に進んだ存在となっている。
また、日本の防災基本計画は、その年の災害で学ん
だことを全て書き留めて、毎年修正していくローリン
グプラン的な性格を持っている。今は次の改定に向
けた作業が政府内で進んでおり、昨年起こったさま
ざまな災害から学んだことを必死に書き留めている。
　昨年は、さまざまな重要なインフラが防災のとき
に機能を果たさなかったことが問題となった。従っ
て、2018 年 12 月に内閣官房で国土強靱化基本計画
の改定を行い、さらに、インフラの総点検をもとに、
2018 年度から始まる 3 カ年度で、約 7 兆円の事業費
を用いて、災害時に重要なインフラが機能すること
を目指している。インフラへの投資の重要性も仙台
防災枠組の中でうたわれた四つの優先行動の一つで
あるため、ここについて日本が国をもってインフラ
への投資を推進していることは、世界に誇っていい
点ではないか。
　また、戦略の観点で、もう少し日本も頑張りたい
と思っているのが、企業の事業継続計画（BCP）で
ある。2017 年に内閣府が調査したところ、BCP を策
定した日本企業は、大企業で 64％、中堅企業で 30％
であった。国の目標は 2020 年までに大企業で 100％、
中堅企業で 50％であるため、それにはほど遠いレベ
ルだ。中堅企業以下の中小企業になると、その率は

またさらに下がってくると思われる。災害に遭って
も日本経済が成長し続けるためには、企業の皆さま
のご努力も必要だ。企業の中には、他の企業または
自治体と一緒になって地域の BCP をつくっていると
いう好事例もできているため、日本の中で新しい試
みとして世界に発信できるものがあるかと思う。
　今日の非常に興味深いテーマは「インクルーシ
ブ」である。UNISDR が 2019 年 5 月にジュネーブ
で、Global Platform for Disaster Risk Reduction と
いう世界の防災大会を開く。何万人も参加する大き
な大会で、このテーマが「サステイナブルでインク
ルーシブな社会の実現に向けたレジリエンスの構築」
である。つまり、世界では Sustainable Development 
Goals（SDGs）の達成と、インクルーシブが防災の中
の二つの軸となっているため、本フォーラムでイン
クルーシブについてご発表いただけるのは非常に有
意義だと思う。
　日本の中で、インクルーシブにはアプローチもた
くさんあり、これが一つの解決策というものはない
が、私が今取っている解決策は地区防災計画である。
地区防災計画は兵庫県の中では「防コミ」として有
名で、世界で通じる用語になっているぐらいだが、
地域の中で、地域のいろいろな人々の多様性を理解
し、その多様性に対する防災の対策を地域で考えて
いくというものだ。障害者、高齢者、シングルマザー、
貧困の方、最近では居住している外国人や観光で日
本を訪れている外国人など、さまざまな方がいる中
で防災をどうするのかを考えることはとても大切で、
それは地域の中で考えやすいことでもある。
　今挙げたような方のみならず、普通の人、例えば
私のような人も実は災害弱者である。私は東京に住
んでいるが、私のマンションで私のことを知ってい
る人は誰もいない。もし災害が起こったら、こんな
ところに人が住んでいたのかと、驚く人がいると思
う。私は隣の人と会ったこともないし、マンション
に誰が何人住んでいるのかも分からない。そのよう
な中で、誰もが多様性、インクルーシブによって助
かるのではないかと考える。
　日本のベストプラクティスを発信する今日の場は
非常に重要な機会であるので、今日の議論を聞かせ
ていただくことを楽しみにしている。
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基調講演 1
「洪水リスクから洪水レジリエンスへ：
　　　ヒューストン豪雨災害以降の取組」

ローレン・アレクサンダー・オーガスティン

米国科学アカデミー、全米技術アカデミー、全米医学アカデミー、 
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　私が所属する全米科学・技術・医学アカデミーは、
連邦機関ではなく、民間の非営利組織であり、独立
組織として、複雑な科学的問題について、政府その
他機関に質の高い助言を行っている。そして、組織
の根幹として、「科学を利用して社会に利益をもたら
す」という信念を掲げている。本基調講演では、三
つのセクションに分けて話をしたい。パート 1 は「洪
水とは何か」、パート 2 は「レジリエンスの定義と洪
水レジリエンスについて」、パート 3 は「全米アカデ
ミーとして計画している今後のステップと対策の実
施について」である。
　まず、パート 1 の「洪水とは何か」について入る。
洪水は、実にさまざまな種類がある。私が博士課程
で沿岸樹林湿地の研究に取り組んでいたころ、私の
中での洪水の定義とは、「大きな分水界内の小さな川
で起きるもの」であった。しかし、それでは見識が
狭かった。調べていくうちに、国内の大河川で大規
模洪水が起きていることが分かった。1993 年に発生
したミシシッピ川洪水は、米国において記録的な経
済的被害をもたらした。その洪水被害を受け、米国
連邦緊急事態管理庁（FEMA）は、外水氾濫発生地
をさらに明確に理解する必要性があることと、危険
がある場合に外水氾濫進路上の人々に伝え、十分理
解してもらうためにどうすべきかを考えるようにな
り、洪水保険料率マップの作成とデジタル化を始め
た。洪水保険料率マップでは、ブルーの区域が特別
洪水ハザードエリアを示す。ここはよく 100 年洪水氾
濫原と呼ばれる。この表現は必ずしも正確ではない
が、共通概念として、外水氾濫の危険性が最も高い
区域を示すと考えられている。マップを見ると、人々
が被る洪水の発生頻度が増えていること、地価の高
い場所が沿岸部にあることが分かる。沿岸部には多
くの人が暮らしており、不動産価格も高い。そこで
2008 年、米国科学アカデミーからの提言を得た米国
連邦緊急事態管理庁（FEMA）は、連邦政府が作成
する地図を見直しデータを充実させた。まずは、不
動産価格が高く人口が集中する沿岸部から着手した。
　2005 年に、ハリケーン・カトリーナがルイジアナ
州ニューオーリンズを襲ったことをご記憶の方もお
られるだろう。この超大型ハリケーンは、名前付き
の暴風雨が、大規模な洪水事象をもたらすことを全

米に知らしめるきっかけとなった。ハリケーン・カ
トリーナによる洪水被害は 2,590 億ドルに及んだ。そ
の数年後、ハリケーン・サンディがニューヨーク市
とニュージャージー州を襲い、被害総額はおよそ 850
億ドルと試算されている。ハリケーン・ハーヴィは、
2017 年 8 月の 1 カ月で、テキサス州ヒューストンに
約 65 インチ（約 1640mm）の降雨をもたらした。こ
の大量の雨によって、幾つもの道路が 4 ～ 5 フィー
ト（122 ～ 152cm）の高さで冠水した。そして 2018
年 9 月、ハリケーン・フローレンスがノースカロラ
イナに上陸した。動きが遅く、大量の雨が降った結果、
大規模な洪水事象を引き起こした。この被害額はま
だ明らかになっていない。
　以上がよく知られている洪水である。それぞれに名
前が付けられ、日付も記録されている。名前が分かっ
ていれば記録を遡り、Google 検索で被害を調べるこ
とができる。だが、これ以外にもさまざまな洪水があ
る。米国は広大な国であり、多種多様な洪水が起きて
いるのだ。ここからは、ここまでに挙げたものとは違
う種類の洪水を取り上げる。アナポリス、ノーフォー
ク、沿岸部にあるジョージア州サバンナなどでも洪水
が起きたが、これは雨が降っていないにもかかわら
ず起きる洪水であった。高潮洪水、「迷惑」洪水、「晴
天下」洪水などの場合、水は必ずしも空から降ってく
るものではないが、それでも浸水する。
　そして異常降雨もある。2016 年 7 月に発生した暴
風雨は、メリーランド州エリコットシティに異常な
量の雨を降らせた。エリコットシティの 1 カ月の平
均降雨量は約 3 インチ（約 762mm）だが、このとき
は 2 時間で約 6 インチ（約 1,524mm）の雨が降った。
2 時間で 2 カ月分の雨が降ったということになる。
　この他にも、屋根の冠水、縦雨どいがない場合の
地下室の浸水など、自身が暮らす住居が発生源にな
る洪水事象がある。
　このようにさまざまな洪水が起きる中で、米国で
持ち上がった大きな疑問は、洪水が一体どのぐらい
の大きさの問題であるのかということだ。大きさが
分からなければ、リスクを抑えるための方法も分か
らない。少なくとも私たちにとって明らかなのは、
リスクが次第に複雑化しているということだ。米国
では高齢化が進んでいる。高齢者が長生きするのは
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ありがたいことだが、何か事態が起きたときの自助
力が弱い。また、人口が沿岸部へと移っており、そ
こでまたリスクが高まる。気候変動、異常気象など、
災害コストが増大している。
　次に、パート 2 の「レジリエンスの定義と洪水レ
ジリエンスについて」に入りたい。大部分の人がレ
ジリエントになりたいと望んでおり、米国で「あな
たはレジリエントになりたいか」と質問すると、全
員がレジリエントになりたいと答えるが、問題は、
どうやってレジリエントになるか、どこから始めれ
ばよいか、何をすればよいかということだ。私たち
全米科学・技術・医学アカデミーは、2012 年からこ
の問いに対する答えを探しはじめ、人々がレジリエ
ントになるための四つの柱を考え出した。一つ目は、
災害リスクを理解し、伝えること。二つ目は、自治
体のステークホルダーと協力関係を築き、強化する
こと。三つ目は、レジリエンス度合を測定するため
の方法を特定または開発すること。四つ目は、レジ
リエンスの構築に必要な情報、手段、データ、専門
家を共有し、利用できるようにすることである。
　私たちは 2014 年に、ハザードプロファイル、リス
クプロファイルがそれぞれ異なる国内 4 カ所を選び、
そこでこのレジリエンスについての考えを試験展開
した。国内 4 カ所とは、シアトル／セントラル・ピュー
ジェット・サウンド、アイオワ州シーダーラピッズ、
オクラホマ州タルサ、サウスカロライナ州チャール
ストンであった。このプロジェクトが 2018 年に完了
したので、サウスカロライナ州チャールストンでの
結果について手短にお話しする。チャールストンか
らはたくさんの気付きがあった。
　チャールストンは、外水氾濫、沿岸地域の洪水、
高潮による氾濫、大波、大雨による洪水、地上の洪
水など、さまざまな理由によって浸水を経験してお
り、このまちで「レジリエントになりたい人は」と
尋ねると全員が手を挙げる。「レジリエンスが何を意
味するのか」と尋ねると、チャールストンの人は「私
たちはただ濡れたくないだけだ」と答える。
　私たちはそれをスタート地点とした。さまざまな
場所を訪れ、実際の洪水被災者と話をする中で分かっ
たのは、災害リスク軽減策を立てる上で考慮すべき
側面は四つあるということである。それは、物理的
側面、情報の側面、社会的側面、意思決定の側面で
ある。私たちの役割は、これらの側面に科学的に情
報を提供することだ。
　物理的側面には、気象学、地勢、測深学、地形、

異常降雨、インフラといったものがある。米国内に
は古い都市が幾つもあり、そうした都市には、ボル
チモアで陥没した道路のように、老朽化したインフ
ラがある。ヒューストンのハイウェイには防音壁が
造られているが、雨が降ったとき、この防音壁があ
るがために雨が外に逃げず、道路は川に変わる。こ
うした物理的側面は、私たちがリスクを増大させる
か、反対に軽減できるかの鍵を握っているのだ。イ
ンフラに関しては、ヒューストンで、陸軍工兵隊が、
ブレイバイユー流域の洪水緩和を目的とした 5 億ド
ル規模の洪水管理プロジェクトに取り組んでいる。
地勢に関しては、例えば地勢図を示す際も、実際の
リスク軽減につながる形で、情報を集め、示す方法
を見つけるのが科学者の役割である。
　社会的側面は、人が関係する部分であり、方程式
の中で最も難易度が高い部分だ。洪水では、住民全
員が同じように浸水すると思われるかもしれないが、
被害状況は人によって異なる。誰が洪水の被害に遭っ
たのか、誰が洪水の被害に遭っていないのかに着目
する必要がある。また、災害リスクを軽減するには、
社会的弱者の情報、高齢者であればその年齢、障害
者であればどの程度動けるかを知っておかなければ
ならない。そして米国の場合は、人々の間で言語能
力の違いもある。英語を話さない、またはうまく話
せない人は、かなり不利な状況に置かれる。貧困者、
ホームレス、精神障害者も同様だ。この社会的側面
に関して、科学ができることとしては、社会的デー
タを用いて、洪水における社会的弱者がどのエリア
に住んでいるかを示す社会的弱者マップを作り、社
会的脆弱性の全体像を示すといったことがある。
　そして、「私たちはどうやって理解すればよいのか」
というテーマがある。自分が言っていることが正し
いとどうやって知ればよいのだろうか。よく利用さ
れるのは統計データや信頼区間の類だが、大勢の人
にとってはたいてい機能しない。私たちは何かとい
うとデータや情報を使いたがるが、世の中にはきわ
めて膨大な情報があり、全てが有益というわけでは
ない。また、全てが分かりやすいわけではなく、全
てを手に入れられるわけでもない。私たちは情報を
どう使って意思決定を行うべきなのだろうか。
　2004 ～ 2014 年の、全米洪水保険制度での保険金支
払額のマップを見ると、この 10 年で米国内では 100
億ドルを超える洪水保険金が支払われていることが
分かる。ヒューストンには洪水ハザードエリアを示
す外水氾濫マップがあるが、ヒューストンでは、保
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険金支払いを受けた人の 60％が洪水ハザードエリア
の外に住んでおり、人々が判断に用いる外水氾濫マッ
プは、この 60％の人には役に立たない、つまり情報
に問題があるということになる。私たちが科学を用
いて行おうとしているのは、誰が、いつ、どの程度
深刻な洪水の被害に遭うのか、どこに危険があるの
か、誰が水の通り道にいるのか、その通り道でどの
程度の資産にリスクがあるのか、災害リスクを抑え
るために何ができるのかというパズルを埋めること
である。
　意思決定については、日本国内で国レベルの危機
管理組織の創設に関心が集まっていることを指摘し
たい。米国の FEMA はたいていの場合とてもうまく
機能しているが、FEMA が機能しているときでも、
連邦機関、州政府機関、地方自治体、民間セクター、
学術界など各自に役割があり、常に FEMA が乗り出
すわけではない。この全てを統括するのは、例える
なら猫の群れをまとめるようなものである。分野が
違う関係者を同じ方向へと動かすのは容易な作業で
はない。この意思決定プロセスでは、さまざまな協
力関係や信頼関係を築いていくことになる。
　それを踏まえて、パート 3 の「全米アカデミーと
して計画している今後のステップと対策の実施につ
いて」に入りたい。昨年、テキサスを襲ったハリケー
ン・ハーヴィは、開発された平坦地に 1,640mm の雨
を降らせ、そこは沿岸地域であったため水の逃げ場
所がなかった。雨は 6 日間降り続け、これまでの被
害総額は 1,250 億ドルに上る。記録に残る規模の対応
が行われ、救助された者が 12 万人に及んだ。ハリケー
ン・ハーヴィの影響を最も受けたのは、貧困者、ホー
ムレス、高齢者、障害者といった人々であった。
　そこで注目したいのは、ハリケーン・ハーヴィの
経験からの学びである。ハリケーン・ハーヴィでの
問題の一つは、洪水に関する地図の情報が不十分だっ
たことである。ファーストレスポンダーは自分たち
がどこに向かえばよいのか、どの道路が通行できる
のか、どこにヘリコプターが着陸できるか、どこに
救急車を派遣すればよいのか、ボートや車が必要で
あるのかが分からなかった。今後は、浸水がどの場
所に及んでいるのか、どれぐらいの深さか、その浸
水エリアにいる人は誰かなど、なお一層リアルタイ
ムな情報を収集できるようにしたい。ファーストレ
スポンダーや政策立案者と協力し、科学者が構築す
る情報が確実に有益であるようにしたいと考えてい
る。テキサス州南東部地域における洪水のハザード、

リスクおよび影響を視覚化するため、テキサス A&M
大学システム、Texas General Land Office、FEMA、
米国国土安全保障省（DHS）、全米科学・技術・医学
アカデミー、沿岸地域の自治体、テキサス州政府が
協力し、新たな方法でデータを統合する、予算付き
のパイロットプログラムを実施している。
　パイロットプログラムの期待される成果の一例は、
洪水の専門家とステークホルダーの新たな協力関係
とネットワークの強化、テキサス州南東部の物理的・
社会的および情報に関する側面の理解促進、洪水の
ハザード・リスクおよび影響に関する連絡メカニズ
ムの強化、土地利用・保険・緩和および自治体の関
与に係る意思決定基盤の強化、洪水の影響に関する
自治体からの新情報である。だが私たちが本当に目
指しているのは、テキサス州南東部の洪水リスクプ
ロファイルの軽減である。テキサス州南東部で洪水
が起きれば、巨大な石油・ガス産業もリスクにさら
される。風や大波、塩水の侵入によって精製所が操
業停止となれば、ニューヨーク市やニュージャージー
州、東海岸全体のガソリン価格が高騰する。そうし
た国全体の利益の意味でも、テキサス州南東部の洪
水リスクを抑える必要がある。
　今後の成果物については、新しい視覚化データ・
新しい地図の作成、協力関係・情報伝達の強化が期
待される。そして、官民学とさまざまな情報源のデー
タをもっと入手できるようになればさらに望ましい。
また、こうした情報をサン（SAN）のシステムでは
なく、スマートフォンで把握できるようにしたいと
考えている。自分のいる場所を指定すると、そこが
乾燥地帯か湿地帯か、過去に洪水が起きたことがあ
るか、水がどの方向で来るか、どの方向で排水され
るかが分かれば素晴らしいことだ。洪水リスクの把
握と的確な対応に役立つこうした新しい双方向ツー
ルの開発を目指している。
　こうした災害リスク軽減のための取組や、今日皆
さんがお集まりのこの DRA フォーラムは、関係各所
の協力関係がなければうまく機能しない。地図作成
者、模擬実験者、資金提供者、そして一般住民、地
域社会の協力が必要であり、一番力になりたいと思っ
ている相手に加わってもらうのが最善の策である。
私たちはその取組を 2019 年 1 月、ちょうど今月、4
カ年計画でスタートさせた。世界中の洪水リスクの影
響を受ける人々に私たちの成果を共有したいと考え
ている。プロジェクトの進捗に伴い、今後新しい情報
をお知らせできると思う。ぜひご注目いただきたい。
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　現在、政府が中心となり、企業に、災害時にビジ
ネスを継続するための事業継続計画（BCP）策定を
奨励している。しかし、100％の企業が BCP を策定
していないのが現状である。企業が BCP を苦労して
策定している中で、何か助けになれないかという発
想で私たちが始めたのが「首都圏レジリエンスプロ
ジェクト　企業も強くなる　首都圏も強くなる」で
ある。本プロジェクトは国から予算が出ている。な
ぜ国がプライベートな企業を強くしようとしている
のかというと、企業の向こうには従業員がいて、従
業員の向こうには従業員の家族がいて、その向こう
には顧客がいるというように、国民の大部分は企業
の影響を受けているからである。ただ、企業は BCP
を使って災害対応に努めようとするが、災害が起こっ
ている最中、「一体何かどうなっているのか分からな
い」「行政の情報がもっと入ってきたらいいのに。国
は情報を持っているはずだけれど、いざとなったら
情報共有してもらえない」という声をよく聞く。一
方、行政側は、「企業はどこに顧客がいるのかという
情報をもっと出してくれたらいいのに」と思ってい
る。しかし、情報を開示することで、行政は国民の
プライバシーを損ねてはならず、企業は顧客のプラ
イバシーを損ねてはならない。情報の開示が実際に
どのような効果があるのかを世の中に示さない限り、
情報の開示は進まない。研究者・行政・企業がお互
いにデータを持ち寄ればこんなに良いことがあると
示すのが、このプロジェクトの主眼である。本プロ
ジェクトは、まずは首都直下地震に備えて、首都圏
を強くすることをうたっているが、世界の首都圏や、
今後南海トラフ巨大地震の被害が予測されている大
阪、四国、九州、東海にも応用できるような仕組みを、
まずは東京を舞台として考えようとしている。
　首都圏レジリエンスプロジェクトは、データ利活
用協議会、略して「デ活」を立ち上げ、データ利活
用について考えようとしている。データ利活用協議
会には、「学」「産」「官」「民」が参加している。研
究機関である「学」は、例えば地震が起こった際、
まちの中で震度が一番強い場所、場所ごとの震度を
予測する地図を作るが、あくまでも「予測」地図で

あるため「当たるも八卦、当たらぬも八卦」という
側面もあり、公表がはばかられることがある。「産」

「官」「民」は、ある場所に住んでいる顧客、住民が
心配でも、個人情報のデータを出すのをはばかられ
ることがある。そこで、「学」は「産」「官」「民」と
普段から、災害が起こったときに、不確かでもいい
から、どこがどのぐらいの震度なのかという情報を
教え、その代わりに顧客情報や工場の場所などの情
報を出してもらい、お互いに活用し合うという約束
ができればと考える。今は過去の災害の事例、現在
起こっている事例で、そのようなものでテストケー
スを作っている。
　このデータ利活用協議会を取り巻くものとして、
三つの研究のサブ・プロジェクト（a）（b）（c）が走っ
ている。サブプロ（b）は理学分野で、どのように地
震の揺れが起こるのか、地震が起こったときにどこ
の地域でどれぐらいの被害・震度が出ているのかを
予測する。サブプロ（c）は工学分野で、実際に揺れ
たとして、建物にどれぐらいの被害が出るのかとい
う研究を行う。サブプロ（a）は社会科学分野で、サ
ブプロ（b）（c）の情報を基に、企業の皆さんに BCP
の中でどのような振る舞いをしていただくかを考え
る。これら三つのチームが、お互いの約束事にのり、
データのやりとりをしながら活動を行っている。
　現在、このデータ利活用協議会で、どのような成
果が上がり始めているのか紹介する。まずはデータ
利活用協議会をご理解いただくため、デ活シンポジ
ウムを平成 29 年、平成 30 年にわたって、東京方面
で実施した。このシンポジウムは、研究者が小難しい
話をするわけではなく、企業の皆さんが実はこうい
う試みをしているという情報、研究者にこんなこと
を手伝ってほしいという希望を共有する場でもある。
　データ利活用協議会の会員登録企業・団体数は現
在約 100 件で、研究機関・団体以外の企業は 69 件と
なっている。自治体は首都圏の 9 都県市に声掛けし
ているが、大阪北部地震も起こったため、興味を示
めされた関西の自治体もおられる。会費は無料で運
用している。会員になると、まずオープンフォーラ
ムで、意識合わせを行う。また、各企業のお悩みご
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とに分科会を実施し、学と産がどのようなデータを
共有すれば新しいことが生まれるのかを考える。最
終段階では、データを実際に共有する。1 年目は、皆
さん方にご理解いただくのに非常に時間がかかった
が、今年度から活動が本格化している。
　データ利活用協議会における企業との連携事例に
は、東京ガスの地震センサー（SI センサー）の波形デー
タの利活用が挙げられる。他にも企業との連携事例
はあるが、まだ企業名を公表する許可が得られてお
らず、それが大きな悩みである。東京ガスは、阪神・
淡路大震災以降、ガスが火事を引き起こさないよう
に、震度 6 弱相当以上の揺れを感知すると自動的に
ガス供給をストップするセンサーを、東京ガス供給
エリア内に約 4,000 基ある地区ガバナ（圧力調整器）
に設置している。阪神・淡路大震災以降、多くの地
震計が全国に設置されたが、それでも、たくさんの
人が住んでいるため、地震計が設置されていない空
白域も存在する。しかし、この東京ガスの地震セン
サーを用いれば、国や研究機関が持っている地震計
で測定できない空白域の震度を測定することができ
るかもしれない。実現すれば、インフラ復旧のため
の人員配置などの戦略を考えるときに役立つ。この
東京ガスのデータは、個人情報を守りながら共有で
きるように気を付けている。大阪ガスともぜひこの
ような取組を行いたい。地震が実際に起こったとき
には、そんなデータはネットワークが切れて集まら
ないという批判もあるかもしれないが、その場合は
逆にネットワークが切れているところは被害が大き
いところだという予測もつく。
　サブプロ（a）（b）（c）が進めている独自の研究を
紹介する。サブプロ（a）は、首都圏を中心としたレ
ジリエンス総合力向上に資するデータ利活用に向け
た連携体制の構築がテーマで、私が研究統括を務め
ている。また、国から声がかかり、国の研究開発法
人である防災科学技術研究所とペアになり、五つの
プロジェクトを行っている（「サブプロ（a）の総括・
データ利活用協議会の設置・運営」「情報インフラ基
盤を活用したデータ流通方策の検討」「被害把握手法
の検討」「災害対応能力向上のための被害把握技術の
検討」「事業継続能力の向上のための業務手順確立」）。
また、全国の有名な研究者に多くご参画いただいて
おり、河田惠昭先生にも、「事業継続能力の向上のた
めの業務手順確立」という、BCP を各組織にどのよ
うに効果的に使ってもらえるのかという研究にご協

力をいただいている。
　サブプロ（b）では、官民連携による超高密度地震
動観測データの収集・整備をテーマに、官民連携超
高密度データ収集、マルチデータインテグレーショ
ンシステム開発の検討に取り組んでいる。防災科学
技術研究所は、全国を網羅する MOWLAS（モウラス）
という地震観測網を持っている。企業がサブプロ（b）
と組んでみてもいいと思う理由の一つに、こういっ
たデータに基づく震度予測が地震発生後すぐに手に
入ることが挙げられる。
　サブプロ（c）では、非構造部材を含む構造物の崩
壊余裕度に関するデータ収集・整備をテーマに、五
つの研究を行っている（「簡易・広域センシングを用
いた広域被害把握・危険度判定」「災害拠点建物の安
全度即時評価および継続使用性即時判定」「災害時重
要施設の高機能設備性能評価と機能損失判定」「室内
空間における機能維持」「データ収集・整備と被害把
握システム構築のためのデータ管理・利活用検討」）。
兵庫県三木市に E- ディフェンスという実大三次元振
動破壊実験施設があり、実物大の建物を揺らすと、
どのようにその建物構造に影響があるかを調べるこ
とができる。今、建物で問題になっているのは内部
構造である。内部被害が起こると、避難所である体
育館が使えなくなったりするため、そういった内部
被害についても E- ディフェンスを用いて研究してい
る。データ利活用協議会の会員企業が開発した機械
が、建物の中にあって揺すられたときに、どうなっ
てしまうのかということについても実験している。
　地震がどのように起こるのかを予測するのがサブ
プロ（b）で、それに対して建物、人、組織を強くす
る予防力を上げるのがサブプロ（c）で、実際に被害
が出たときの対応力を上げるのがサブプロ（a）とい
うことである。この三つをデ活企業の皆さんと組ん
でバランス良く実施することを目標に、今話を進め
ている。
　これから日本が高齢化に向かい、国の予算も厳し
い状況になってくると、IT、ICT 技術が社会を支え
る一つの根幹になるが、行政も企業も腰が引けてデー
タの共有がうまくいっていない。そこで、安全・安
心を考える防災の分野から、ビッグデータの活用に
先鞭をつけてほしいというのが国からの期待である。
　現在、私たちはコンピューターを活用した便利な
世の中に生きているが、本プロジェクトでは、これ
から超スマート社会を生きる上で、データをお互い
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に共有し、共有した成果をただ社会に還元するとい
うより、企業を強くし、その企業の向こうにいる顧
客や従業員を強くすることに使おうとしている。昔
は、国のプロジェクトでは、データに基づく成果は
全て公開しなければならなかったが、今は、そのよ
うにしていてはなかなか安全・安心が図られないの
で、企業と研究者のデータのやりとりの頻度、社会
への還元度、企業のレジリエンス向上度によって、
研究成果が得られたとしてもいいのではないかと国
の方も考え方が変わってきている。従って、次の世
代に向けて安全・安心をどのように実現していくの
かを大きな課題として取り組んでいる。
　とは言いながら、そうこうしているうちに、大阪
北部地震が発生した。発災直後の K-NET による揺れ
の観測では、大阪府高槻市の被害が大きいことが予
測された。また、発災前に、高槻市が今後 30 年以内
に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率が 52％だと
いうシミュレーションも実は出しており、そういっ
たものについて企業とデータのやりとりをしたいと
話しながらも、大阪北部地震についてはなかなか間
に合っていなかった。大阪北部地震は、直下型で範
囲も狭かったが、貴重な命も少なくない数が失われ
たため、やはり気を引き締めなければいけない。命
だけではなく、その後の社会生活や経済活動も大き
な被害を受けた。道路は陥没し、JR も私鉄も止ま
り、いつ復旧するかも分からない状況になった。電
気、水道、ガスも止まり、特にガスはかなり長い間
止まったため、料理や入浴に不便が生じ、一体いつ
修繕されて普通の生活が戻るのかが住民の関心事に
なったが、なかなか全体像が分からなかった。また、
タクシー待ちの行列ができたり、人々が橋の上で立
ち往生した。ただ、実はタクシー会社に話を聞くと、
タクシーは余っていたところがあったそうだ。つま
り、うまく配置がきていなかったということだ。各
機関が同じように情報を出し合って、全体が共有さ
れていれば、もっとうまくタクシーを配置して、も
う少し皆さんがうまく動けたのではないかという反
省もある。それを考えると、大阪北部地震のときに
も、企業がデータを交換しながらお互いに共有する
プラットフォームがあったらよかったという結論に
なるが、そういったプラットフォームを今どのよう
につくりはじめているのかという話をしたい。
　防災科学技術研究所が、クライシスレスポンスサ
イトを立ち上げている。「防災科研　クライシスレス

ポンスサイト」と検索すればヒットする。いろいろ
な災害時の情報を地図上に重ね合わせて公開してお
り、誰でも見ることができる。例えば、大阪北部地
震についても、発災直後からどのような状況になっ
ていったのか、クリックするといろいろな情報が見
られる。西日本豪雨の時も、北海道胆振東部地震の
時も情報が公開されていた。
　このサイト上の情報はある程度ぼかされていて、
一軒一軒の住宅まで特定するような情報は公開され
ていないが、現在、内閣府が立ち上げた ISUT（アイ
サット）というチームが現地に出掛けていって、現
地の自治体と一緒に情報収集をしている。今後は、
その ISUT の情報がクライシスレスポンスサイトの
上に重ね合わされ、被災自治体が、救急車がどこに
どれぐらいある、国の支援がここまで進んでいると
いったことを見ながら災害対応を行うことができる
ようになるかもしれない。これに加えて、インフラ
企業、スーパーマーケット、鉄道会社などのデータを、
全てを国民に公開するわけではなく、全てを行政に
公開するわけでもなく、一部は自分たちの顧客のた
めに使っていただき、一部は関係機関で共有いただ
くという基盤が出来上がっているので、クライシス
レスポンスサイトに、企業の皆さんから提供いただ
いた地図を重ねて、新たな知見を生み出すための作
業を実施していきたいと考えている。
　北海道胆振東部地震が起こり、私たちはまた新た
な課題を突きつけられた。この地震では停電が起こ
り、冬期であればたくさんの死者が出たのではない
かと思う。この地震に対して私たちが一体どのよう
に対処しておけば良かったのかは、今答えは持ち合
わせてはいないが、せめて全体がどうなっていたか
を掴めるサイトがあればよかったということで、今、
首都圏のみならず、いろいろな地震災害でさまざま
なことを考え試行している。
　2019 年 2 月 28 日に、首都圏レジリエンスプロジェ
クトの成果報告会が伊藤謝恩ホールで実施される。
第 2 部では、企業の皆さんと進めていることをサブ・
プロごとに発表する予定だ。データを研究機関とや
りとりしながらプロジェクトを進めていることにつ
いて公開の内諾を得るのに、企業の中でかなり時間
がかかっている。各企業との調整とそれを実現する
ための社会的な仕組みの構築が今われわれに望まれ
ている。ぜひ、関西の皆さんにも応援いただき、デー
タ利活用協議会の会員になっていただきたい。
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河�田：皆さん、まず演壇を見てい
ただきたい。女性 3 人、男性 3
人でフィフティフィフティだ。
米国は 2005 年のハリケーン・
カトリーナに始まり、2017 年ハ
リケーン・ハーヴィによる洪水
で非常に大きな被害を受けた。
それをどのように乗り越えよう
としているかを、ローレンさんの基調講演でご紹介い
ただいたが、今回のパネルディスカッションではもう
少し深く掘り下げて議論したい。わが国の方は、首都
直下地震と南海トラフ巨大地震の切迫性があり、私ど
もはいつも心配している。

　 　名古屋大学の福和先生は昨年、中央防災会議のワー
キンググループの主査として、「南海トラフ沿いの異
常な現象への防災対応のあり方について」という報告
をまとめられた。これは、「半割れケース」「一部割れ
ケース」「ゆっくり滑りケース」の際はどのような対
応を取ればといかという内容のものである。特に名古
屋を中心とした中部地方は日本の GDP の大半を稼い
でいる。そのような中部で頑張っている福和先生から
お話を頂く。

　 　首都圏については、田村先生から首都圏レジリエン
スプロジェクト、データ利活用協議会（デ活）につい
てご紹介いただいた。私は防災科学技術研究所理事長
の林春男先生とは二十数年間同僚で、二人が退職する
ときに、「林先生は東京を、僕は西日本をやる」とい
うすみ分けをした。林先生には、今、首都直下地震に
ついて一生懸命やっていただいている。二人ともあと
3 年は現役で頑張るつもりなので、3 年以内に何とか
しようという目標を持っている。

　 　また、医療の問題やハンディキャップを持っている
高齢者をどうするかということが大変重要だ。昨年の
西日本豪雨で、倉敷市の真備で亡くなった 51 人中 46
人、90％が高齢者であった。46 人中 42 人が避難行動
要支援者だった。南海トラフ巨大地震が起こったとき
に、大きな津波が来るところは間違いなく震度 6 弱や
6 強になる。地震が起こって、家がつぶれなくても家
財道具や食器が床に散乱してすぐに家を出られないと
きに、何と 5 分以内に津波が来るというところがある。
現在そのような想定がされていない。今、東日本大震
災のように 3 割の住民が逃げなかったら、22 万人が
亡くなるという数字が出ているが、そのような弱者の
ことを考えると、とんでもないことになると心配して
いる。だから今日は中山先生と松川先生に、このイン
クルーシブの問題や医療の問題について集中してお願
いしたい。

「南海トラフ地震に向けた新たな取組」

福�和：南海トラフ地震は、30 年以内に 70 ～ 80％の確率
で起きると予測されている。その場合の死者は 32 万
人、経済被害は 220 兆円、全壊家屋は 240 万棟、被災
者人口は国民の約半分の 6,100 万人、被災地域の自動

車輸出量は国全体の 90％を占め
る。愛知、大阪、兵庫、静岡、
三重という、被災地として想定
される県に産業が集積してい
る。特に愛知県は、豊田市だけ
でも約 15 兆円と、一つの県に
相当する出荷額があり、何とか
事業継続させなければ国として
大変なことになる。

　 　産業界はなかなか本音を言わないため、言ってもら
うための仕掛けづくりが必要だと考え、「ホンネの会」
という会を開いている。ルールは、本音を話す、会の
議論は口外しない、議事録は残さないこと。入会資格
は、自組織の実態をありのままに紹介する、組織の不
都合なこともできる限り正直に語ることだ。そこでの
人間関係ができてきたため、愛知県豊田市の体育館に、
25m プールぐらいの大きさの巨大地図を広げて、プ
ロジェクションマッピングを利用して災害時にどんな
ことが起きるかを全員で共通理解する場をつくり、産
業界や自治体、国の方々、約 200 人に集結してもらっ
た。岡崎市の防災担当部長は、「ここまで言われると、
人の命だけではなく産業も一緒に守らなければいけな
い」という発言をしてくれた。

　 　その中で、製造業を守るためには、建物や機械だけ
ではなく、技術者も情報システムも生きていなければ
いけない、部品を作る工場、作った部品を買う工場が
動いていなければいけない、さらには電気・ガス・工
業用水、インフラ、物流が生きていなければならず、
従業員が会社に来なくてはいけないが、現在こういっ
たことへの対策が全て取れているはずがないので、ま
るで駄目であるということをみんなで共有できてき
た。どうして対策が取れていないかというと、サプラ
イチェーン内の連携も、地域内の連携も、業界内の連
携もできていないからということが見えてきた。

　 　中部経済連合会の調査によると、企業が大規模地震
への対応計画（事業継続計画等）を既に持っていると
答えた割合は、従業員 300 人以上の大企業が 57％（146
社）、従業員 300 人未満の中企業が 17％（94 社）、従
業員 20 人未満の小企業が 4％（44 社）であった。こ
の結果から、中小企業発でこの国は破綻していくとい
うことが分かる。

　 　もう一つ問題なのは、重要施設が湾岸の埋め立て地
に立地していることである。製油所、ガス工場、発電
所、製鉄所などがあるが、ここに工業用水が行かなかっ
たら、水がなければ電気も燃料もない、電気がなけれ
ば燃料も水もない、燃料がなければ水も電気もないと
いう三すくみの構造になる。そのことに気が付いてい
る人がほとんどいない。

　 　以上のことが分かってきたため、経済界の人たちと
一緒に、「地震災害から生産活動を守るための方策の
提言」をつくった。その内容は、「機能不全波及の全
体像が俯瞰できない」「集団的な地震対策はほとんど
未実施」「サプライチェーン対策は個社の自助努力で
は限界」「対応の基本の自社設備対策が未実施」「中小
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な業務は広域医療搬送があり、これは例えば首都直
下地震で東京が被害を受けたら、大阪や福岡、名古
屋等に患者を自衛隊機を使って搬送し、救命を行い、
preventable death をなくすという発想である。

　 　有効な支援のためには病院の状況を把握する必要が
あるため、インターネットで病院の緊急事態を共有す
る広域災害救急医療情報システム（EMIS）がつくら
れた。例えば病院の損壊状況、ライフラインの状況、
収容人数を超える患者数、輸送ニーズ等を共有でき、
支援が必要な病院がモニター上で分かる。この情報を
基に、DMAT や救助隊、消防などをどこに派遣する
べきかを考えることができる。現在、兵庫県では 18
の災害拠点病院が整備され、DMAT を配置し、災害
医療コーディネーターを指名している。基幹災害拠点
病院の、私が所属する兵庫県災害医療センターでは、
EMIS を 24 時間体制でモニターしている。

　 　これらは確かに阪神・淡路大震災のときはなかった
もので、大きな進歩ではあるのだが、これで災害時医
療対応は完璧と言えるのだろうか？医療の脆弱性につ
いて私見を申し上げると、まず災害拠点病院をはじめ
とする医療機関は、ライフラインを含むハードウェア
がまだ非常に脆弱で、ソフトウェアも、日常業務が忙
しく、職員のトレーニングが不足していると言わざる
を得ない。EMIS に関しては、災害時にはインターネッ
ト障害が起こり得ること、また介護施設などが加入し
ておらず全医療機関が網羅されていない、災害時にシ
ステムを使って発信する意識が非常に低い（ignorance 
& incuriosity）という事実である。東日本大震災で
EMIS を使って緊急状況を伝えた病院の割合は、岩手
県でわずか30％程度だった。もっともこれは、インター
ネットが通じない、病院の被災の程度が著しいと発信
できないという理由による。しかし、インターネット
が通じた他県でも、かなり低率だった。これは被害を
受けなかった病院は発信しなくてもいいと誤解してい
るからであり、これではいくら情報システムがあって
も機能しない。また災害医療コーディネーターは、オー
ルマイティではなく、専任職でもないため、人材の
配置が問題となる。DMAT は、急性期以降への引き
継ぎが課題となっている。広域医療搬送は、Staging 
Care Unit の整備がまだ不十分である。

　 　医療機関のハードウェア・インフラ面の脆弱性に関
して指摘すると、建物の構造体の脆弱性もまだあり、
中でもライフライン系が脆弱。ところが、高度な医療機
器、電子カルテ、空調等は電気、水、ガスに頼っており、
非常用発電機・燃料も不足している。また、電話／ファ
クス、インターネットなどの通信機器等も脆弱である。

　 　熊本地震では、電気・水・医療ガスが被害を受け、
10 の医療施設で水漏れやライフライン障害等があり、
全部で約 1,500 名の入院患者を転送しなくてはならな
い事態に陥った。また、前震から本震発生までと本震
発生後のいずれにおいても、12 時間後の EMIS 入力
率は 80％を超し、満足すべきものと思われがちだが、
それは間違っている。医療機関自ら入力できた率は全
体の 2 割にとどまり、8 割は代行入力による発信であっ

企業のほとんどが対応をしていない」というものであ
る。部分最適化ばかりをやっていて、全体最適化がで
きていないが故に、全体像を誰も見ていなかった。だ
から結果としてみんなでやらなくてはいけないという
気分に誰もなっていなかった。だからサプライチェー
ン対策が進んでおらず、自分だけ対策しても無駄だと
思って、各企業は何もしていなかった。だからハード
対策は何もできておらず、特に跡取り息子がいない中
小企業は何もできていないということが恐らく実態だ
ということが見えてきた。

　 　そのような状況の中で、平成 29 年 8 月、「南海トラ
フ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会」
は、「現時点においては、地震の発生時期や場所・規
模を確度高く予測する科学的に確立した手法はない」
と報告している。そこでわれわれは、震源域で異常な
現象を観測した場合の「臨時」情報発表時の基本的な
防災対応のあり方を考えてきた。合意形成の道筋まで
はできてきたが、具体的なことはこれから数カ月で考
えることになる。結局は、命を守るか、社会を守るか
というジレンマの中での合意形成になる。「臨時」情報
発表時の混乱はさまざまなものが予想されるが、一番
の懸念は、「臨時」情報が出た時点で、海外のタンカー
が大阪湾と伊勢湾に入ってくれなくなったら、実際に
被害が起きる前に破綻する可能性があるということだ。
そういうことにならないように、日本は絶対に大丈夫
だという対策を事前に取って、見せておくしかない。

　 　「彼を知り己を知れば百戦殆うからず」というよう
に、一人一人が敵の姿を見て、自分の弱さを見て、対
策を取って、くぐり抜けるしかないのではないかと考
えている。

「災害時医療：命の砦の脆弱性について考える」

中�山：24 年前に発生した阪神・淡
路大震災において、医療分野で
は医療の需要と供給のアンバラ
ンスを発災初期の段階で解消さ
せることができず、preventable 
death を招いた。その教訓から、
わが国では、災害拠点病院、広
域災害救急医療情報システム

（EMIS）、災害医療コーディネーター、災害派遣医療
チーム（DMAT）、広域医療搬送といった災害医療体
制がつくられてきた。

　 　災害拠点病院は全国で約 700 カ所近く指定されてお
り、災害時の医療チームの派遣や患者受け入れを行う
他、平時からそれに備えている。

　 　災害派遣医療チーム（DMAT）とは、災害急性期
に活動できる機動性を持ったトレーニングを受けた医
療チームで、現在では医師 30％、看護師 40％、その
他の業務調整員が 30％という編成で、全国に約 1,700
チームある。米国型と違い、1 チームが 4 ～ 5 人と小
編成だが、力を合わせて業務を行うことが特徴だ。そ
の業務は被災地医療機関の支援が中心となるが、特殊
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ている方は 1 割強にとどまっている。この根本的な原
因の一つが、災害時要配慮者に対する平時の一般的な
福祉サービスの提供は福祉部局が担当しているが、災
害時のことについては危機管理や防災という名前の付
いた部局が対応しており、それらが全く連携していな
いことである。お互い同じ一人の人に対して、全く別
のラインで別のことを考えて動いているということだ。

　 　日本において、このような行政での縦割りを何とか
横のつながりに変えようと、先進的な試みをしている
のが大分県別府市である。別府市では、それぞれが福
祉と危機管理という蛸壺の中から出てきて、平時のケ
アプランの延長線上に災害時のケアプランを位置付
け、みんなのまちの要配慮者に対して何ができるのか
関係者みんなで平場で話をしようとしており、われわ
れはこれを災害時ケアプラン調整会議と呼んでいる。
社会福祉と防災をクロスオーバーさせて、この大変な
課題を一緒に考えていこうという考え方で、この肝は、
当事者本人が主体的に関わるということだ。

　 　それを別府市だけでなく他の地域にも広めていきた
いと考え、人と防災未来センターは、災害時のケアプ
ランをコーディネートできるコーディネーターを養成
する研修を設計し、実際に社会実装するというプロ
ジェクトを、日本財団から助成を受け、2017 ～ 2018
年度の 2 年間で行った。

　 　災害時ケアプランを作るためには、六つのステップ
（①当事者アセスメント、②地域力アセスメント、③
災害時ケアプラン調整会議、④プラン案作成、⑤プラ
ンの確認と個人情報共有の同意、⑥インクルーシブ防
災訓練でのプランの検証と改善）が必要になり、その
ときに一番重要なのが、③の災害時ケアプラン調整会
議である。実際にプランを作らなければいけない避難
行動要支援者と、災害時に一緒に避難行動を取るであ
ろう地域の人たちは、普段は同じ地域に住んでいても
全く交わらない生活を送っている。災害時ケアプラン
調整会議で、彼らの間に、普段からサービス等利用計
画やケアプランを作っている福祉の専門職の方、ケア
マネージャーやコミュニティソーシャルワーカーが媒
介として入って、信頼関係を持ってつながれるような
場をつくるプロセスを経て、プランをみんなでつくり
上げていくことが大事であることが、プロジェクトを
通して分かってきた。

　 　その中で、当事者である避難行動要支援者とプラン
を作る方、両方の自助・共助を高める必要がある。そ
の自助・共助を具体的に、われわれは防災リテラシー
として捉えている。この防災リテラシーとは、災害に
ついての情報を適切に処理するための能力で、理解、
備え、行動という三つの要素に分かれている。まず災
害を正しく理解する。そうすれば、自分がどのような
危機に瀕しているのかがきちんと理解できるので、適
切な備えができるようになる。最終的に、いざという
ときにどのように自分が行動すればいいのか、避難訓
練などを繰り返して自信を付ける。この三つがそろっ
て初めて、避難準備情報など、災害に関しての情報が
入ったときに、避難しなければいけないという適切な

たという事実を重く受け止めるべきだ。熊本地震では
インターネットは遮断しておらず、これは「人間」の
問題であり、始末が悪い。

　 　昨年の大阪府北部地震では、最先端の医療施設の国
立循環器病研究センターが一時的に全電源喪失に陥
り、62 名を転院させなくてはならなかった。

　 　平成 30 年豪雨災害では、真備記念病院は水害によ
る浸水で全入院患者の転送を余儀なくさせられた。変
電施設が病院の 1 階にあって、いまだに直せていない
らしい。

　 　台風 21 号では阪神間に限っただけでも最低でも 24
医療機関が停電になった。（その後の調査で神戸・阪
神地域では 42 医療機関に上っていることが判明し
た。）非常用発電機の燃料も不足しており、停電は最
長 25 時間続いた。

　 　南海トラフ巨大地震が発生した場合、被災が広範囲
にわたる。従って、国土強靱化の中の重点項目として
医療機関もしっかり盛り込んでいただき、自助・共助
の力を医療分野でも上げていかなければいけないと考
えている。自然災害が多発する時代を迎え、医療機関
の脆弱性は相対的に増加しており、災害時にその責任
を果たすには、早急にさまざまな角度からの強靱化対
策に取り組むことが求められる。産学を超えてご協力
いただきたい。

「だれひとり残さない防災―『災害ケアプラン作成』の
しくみづくり―」

松�川：私たち人と防災未来セン
ターには、若手防災専門家を育
成するというミッションがあ
る。その中で、災害対応で最前
線に立つ基礎自治体の行政職
員、特に危機管理部局の方たち
に、研修等を通じてネットワー
クを構築している。さらに、そ
のネットワークを生かして、実際に災害が起こったと
きに被災地に入り、専門的な支援を行っている。特に
私が専門としているのが、高齢者や障害者などの災害
時要配慮者である。

　 　西日本豪雨で、真備町では 51 名が亡くなったが、そ
のうち 42 名、8 割の方が避難行動要支援者の名簿に名
前が載っていた。避難行動要支援者とは、要配慮者の
中でも、特に自分の体を安全な場所に移動させること
が困難な人たちのことである。国は、このような人た
ちを事前にリストアップすることを各自治体の行政の
長に法律として義務付けている。従って、行政は真備
町に避難行動要支援者がいることは知っていたが、対
策が間に合っていなかったというのが実情だ。国は避
難行動要支援者が安全・安心に避難できるように、具
体的な個別のプランを立てるよう言っているが、これ
は法律的には義務ではなく、推奨にとどめられている。

　 　その結果、日本全国で避難行動要支援者リストに掲
載された方のうち、個別の計画やプランまで策定され
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ほど着目されていない。
　 　サプライチェーンと経済の点については、米国国内

や米国連邦緊急事態管理庁（FEMA）の戦略プランで
はごく最近、これらが考慮されるようになった。現在
私が取り組んでいるプロジェクトの一つが、2017 年
のハリケーンシーズン以降にサプライチェーンが受け
た影響である。従って、ハリケーン・ハーヴィ、フロ
リダ南部を襲ったハリケーン・イルマ、ハリケーン・
マリアがその対象となる。それぞれが、個々のサプラ
イチェーンにどのような影響を与えたか、こうした視
点が米国全体として考えられるのは恐らくこれが初め
てだ。経済に大規模な影響を与えた壊滅的被害に関す
る議論から、それぞれの国が互いに学び合うことがで
きると思う。

河�田：日本では研究も縦割りになっており、研究者に今
のような質問をすると、自分の専門でないからと答え
られない人が大半だ。行政だけでなく、あらゆる分野
が縦割りになっており、横の連携が非常に難しいとい
う問題は世界的に共通している。特に日本は、縦割り
の弊害が大災害で強く出てくる。大阪府北部地震の社
会経済被害をある証券会社が計算したところ、1,800
億円だった。しかし、社会経済被害の専門家が計算す
ると、最大で 1 兆 2,000 億という数字が出た。災害は
あらゆる弱いところを攻めてくるので、いろいろな分
野の情報をみんなで共有して、多様な視点から攻めな
くてはいけない。

論点 1「�広域巨大災害対応に向けた課題～日米の経験に
学ぶ」

河�田：前半は、広域巨大災害対応に向けた課題について、
特に社会経済被害について、ディスカッションしてい
きたい。田村先生からは、何が起こっているかが分
からなければ被害を少なくすることはできないから、
データ利活用協議会（デ活）で、情報をみんなで共有
するというプレゼンを頂いた。田村先生、デ活で首都
直下地震は十分なのか。

田�村：十分かと問われると全く十
分ではない。社会階層の一つと
して企業があって、それは社会
経済に大きなインパクトを与え
るが、もちろん全てでもないし、
データを利活用したからといっ
て全てが解消されるわけではな
いのは重々理解している。企業
も、医療も、福祉も、それぞれで課題や情報を持って
いるが、それを横串に刺して対策することが、平時
からもできていないというのが一番大きな課題かと思
う。さらに今度、世界に援助を頼もうと思うと、米国
の皆さんに、先ほどの ESF の形にして「ESF の 3 番
について助けてほしい」と言わなくてはいけないと思
うが、それをどうやっていっていくのかの整理もでき

意思決定につながる。このような防災リテラシーがき
ちんと身に付くような研修をつくった。福祉の専門職
は忙しいので、e ラーニングで事前に個別学習で学ん
だ上で、実際にスクーリングで、手を動かして技術を
身に付けるという、二つセットの研修を考えた。

　 　研修の効果を計測した結果、統計的に見て、研修の
受講者は、理解、備え、行動、三つ全ての要素で防災
リテラシーが向上していた。兵庫県ではこの取組につ
いてモデル地域を決めて実施している。兵庫県と一緒
に、福祉職の方々に災害について学んでいただくとい
うことを今後も進めていけたらと思っている。

河�田：別府市がなぜこんなに進んでいるかほとんどご存
じないと思うので、私から紹介する。あるとき、別府
市の消防署の隣のビルで火災が発生した。そのビルは
要援護者だけが住んでいるビルだった。しかし、これ
を消防署は知らず、普通のビルの火災だと思って出動
したら、逃げられないという問題が出てきた。それで
別府市は本腰を入れて何とかしなくてはいけないとい
うことになった。

　 　災害救助法は、昔は厚生労働省の所管だったが、今
は内閣府に移管しており、指定避難所の運営は内閣府
が行っている。しかし、指定避難所に高齢者が避難し
てきて体調を崩したときにどうするか、内閣府の人は
全く分からない。やはり福祉や医療を日常活動として
扱っている厚生労働省の協力がなければできない。つ
まり、大災害になると連携・調整が重要で、専門的に
やらなければならないほど縦割り行政が弊害になる。
わが国においても、これからの大災害に直面したとき
に、インクルーシブは大変な問題になる。

ディスカッション

河�田：まず、せっかく米国から第一線の研究者がお見え
なので、基調講演やパネリストの講演を聴いて、率直
にどのように思われたか伺いたい。

オ�ーガスティン：災害サイクル、
災害体験、医療、弱者、経済、
サプライチェーンといったそれ
ぞれのトピックが、今日の話し
合いのような一つのくくりで考
えられることは米国ではあまり
ない。事実、松川先生が触れた、
弱者を取り残さないという視点
は、米国の対応シナリオに組み込まれはじめたばかり
である。米国では、災害対応の一部としてあらかじめ
考えられた必須機能がある。緊急支援業務（ESF）と
呼ばれる中央機能であるが、その中に医療も含まれる。
大統領が重大事象であると宣言した災害時には、米国
保健福祉省が旗振り役となる。米国保健福祉省は、医
療関連問題を監督し、病院の外科処置受け入れ能力や
病床など、さまざまに対応する。しかし、弱者はそれ
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るので、特定の状況になると立ち上げられ、FEMA
が対応を管理し、保健福祉省、運輸省、海洋大気庁そ
の他関係機関に何が必要であるのかを伝える。米国で
は対応の指示管理系統が決まっており、よかれあしか
れ、明確に決まっているおかげで誰が責任者かという
よく起きる混乱を回避できる。

河�田：苦労されていること、工夫されていることが非常
によく分かった。

　 　さて、福和先生。私はいつも心配しているのだが、
南海トラフ巨大地震がマグニチュード 9 で起きると、
中部電力が約 1,000 万 kW、関西電力が 400 万 kW 欠
損し、電力の供給がダウンする。しかも従業員と家族
も被災する。そうすると、社会経済被害といっても、
人的被害の出方によって、にっちもさっちもいかなく
なるということも考えておかなければいけないが、そ
こはどう切り分けておられるのか。

福�和：まず、今、おっしゃった中部電力の問題は相当深
刻だ。中部電力は全国の電力会社の中で恐らく唯一、
電力自由化の前に火力発電所を耐震化するという決断
をして、今始めている。電力会社として事前対策を先
導したという意味ではある程度評価できる。ただし、
いかんせん中部電力は発電所が危険な湾岸部にある。
今の時点はどうしているかというと、中部電力は最低
2 週間は無理だというところまでは公言している。そ
うすると、今まで 3 日分の停電にしか備えていなかっ
たところが一生懸命考えはじめるようになり、自然エ
ネルギープラス蓄電池のようなものでしのごうという
人たちが増えてきている。

　 　電力がなくなると水もなくなる。水がなくなると医
療にも影響する。最近気にしているのはライフライン
間の被害の波及だ。これの対応は個々の企業では無理
なので、われわれは中部経済連合会にそのことを理解
してもらった上で、経済界全体からメッセージを出し
てもらう準備をしている。とはいえ、惨たんたる状況
になることは目に見えているため、結局は限りあるリ
ソースの中で何を順番に直すかという合意形成をする
ことが肝心なことだと思っており、われわれが持って
いるリソースの評価と、優先順位について納得しても
らうということに取り組んでいる。

河�田：もう一つ心配なのは、名古屋市の南海トラフ巨大
地震の被害予測が小さ過ぎることだ。名古屋市にやっ
てくると予測される津波の高さは大阪市と一緒の3.8m
で、名古屋市は広範囲で震度 6 弱、6 強になることが
予測されており、ゼロメートル地帯は名古屋の方が大
阪の約 2/3 なのに、想定死者数が大阪の 1/10 以下と
少なすぎる。大阪府では、避難しなかった場合、12 万
3,000 人のうち、8 万人が津波で亡くなるという想定だ。
名古屋の被害予測はちょっとおかしいのではないか。

福�和：それは今からきちんと白状する。われわれが弱
かったというのが一番の原因だ。人間の意識のレベル

ていない。コーディネーション、コラボレーションを
国内で、それから国外とどうやっていくかが最も大き
な課題なのではないか。

河�田：ESF とは、Emergency Support Function（緊急
支援業務）といって、災害が起こったときにやらなけ
ればいけないとあらかじめ決められている 15 課題で
ある。米国ではその 15 課題の一つ一つについて関係
する省庁が決まっていて、この連携調整を連邦政府が
行っている。

　 　それで田村先生、追い打ちをかけるようだが、実際に
被害を受けた後はどうするということもセットで考えて
おかなければ、事前対策だけでは難しいのではないか。

田�村：おっしゃるとおりだ。今は平時の約束事すら前に
進まない状況になっている。東日本大震災のとき、企
業は皆さん何かしら支援したくてたまらない様子だっ
たが、そのときは自分たちの思いを実現する基盤もな
く、約束もしていなかったので、気持ちが無駄になっ
た部分がある。従って、これからは、災害が起こって
もコラボレーションやコーディネーションができる機
能をある程度持たせておかなければいけない。

　 　ESF は、国の仕組みがいかに変わっても、その 15
個の課題は果たすという約束に基づいている。米国は
調整をどのようにしているのか、そのあたりの秘密を
探ってみたい。

河�田：ローレンさん、なぜうまくいっているのか、秘密
を明かしてくれるか。

オ�ーガスティン：災害が起きた直後、数週間の米国内で
の対応はとても素晴らしいと思う。FEMA をはじめ、
災害に関わる各連邦政府機関が、多くのケースでそれ
ほど多くの死亡者を出さずに済んでいることを誇りに
感じているはずだ。ハリケーン・カトリーナは大きな
例外だが。たいていは対応や避難、事前警告に問題は
ないと思う。そうはいっても、私たちには巨大地震や
いつか突然起きる災害の経験がない。

　 　ただ、調整作業については米国から大いに学ぶもの
があると思う。常に改善の余地はあるものの、私の経
験の中でもうまく機能している。その一翼を担ってい
るのが Emergency Operations Center（災害対策本部）
であり、さまざまな角度からの対応を全て一つの部屋
で取りまとめる。消防、警察、福祉、健康、輸送、水
などの担当組織が規模の大小を問わず一同に集まり、
電気通信接続担当者も加わる。こうした中央一元化さ
れた災害対策本部が直後の調整には欠かせない。多く
の意思疎通が対面に近い形で行われるからである。

　 　その先、災害対策本部が立ち上げられてしばらくす
ると対応がほぼ完了し、本部機能を止める。この時点
では調整作業の必要性が低下する。ただし、別の組織
や事例管理、補助金業務などに引き継がれ続けられる。
災害対策本部は初動対応であり、有効に機能している。
義務化されていることもポイントだと思う。義務であ
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何とかならないだろうか。

中�山：地元を守るだけで恐らく精一杯だ。今もっと
DMAT をつくるかという話にはなっているが、冒頭
の報告で述べたように、医療の現場の問題もあって、
数をつくればいいというものではない。

河�田：インクルーシブについては、お金が要るだろう。
日本財団は研究費はくれるが、実際はどうするのか。

松�川：具体的にこれが使えるという予算がないのが現状
だ。だから、それをどうつくっていくかというところ
だと思う。別府市は、平時のケアプラン作成は、高齢
者の場合は介護保険制度から、障害者の場合は障害者
総合支援法からプラン 1 件につき幾らかの支払いがあ
る。その作成者に、災害時のケアプランも作ってくれ
たらその分上乗せして幾ら出すという支払いに、日本
財団の助成金を使っている。それを来年度からは、自
立して別府市が予算を取って実施していくことになっ
ている。兵庫県も頑張って予算を取ろうとして動いて
いて、私たちはそれを応援する形で一緒に取り組んで
いる。ゆくゆくは国でできたらいいのだが。

河�田：国は圧力をかけなければ全く動かない。この 20
年間で防災担当大臣が 26 人替わっている。深刻さが
代々伝わるわけがない。災害がここぞとばかり起こり、
喫緊の問題に手を取られ、基礎的な問題が先送りされ
ている。だから、インクルーシブの問題も、みんな話
は分かると思うが、現実はどうするかといったときに
ギャップがまだまだある。行政を巻き込んでやってい
く必要があると思う。よろしく頼みたい。

論点 2「�災害時、誰一人取り残さない取組を進めるために」

河�田：論点 2「災害時、誰一人取り残さない取組を進め
るために」に移りたい。この難しさは、インクルーシ
ブだけ独立に議論するというわけにはいかず、どこか
と絡めてやらなければいけないということだ。そこに
ついてはどうか。

松�川：インクルーシブは、2015 年に仙台で行われた世界
防災会議の仙台防災枠組がスタートだ。基本的に女性
や子ども、障害者など、いろいろな当事者がきちんと
仕組みづくりの輪の中に入ろうというところからスター
トして、それが国連の持続可能な開発目標（SDGs）の

「誰一人取り残さない」という言い方に発展したと考え
ている。それを考えたときに、もちろん巻き込んでいく、
他部局を横につないでやっていくという考え方が一つ
は大事だが、少し視点を変えると、例えば冒頭に河田
先生が、登壇者が男女半分ずつだとおっしゃったが、
無理に防災に収れんさせるのではなく、男女共同参画
のような考え方で防災を全ての部局がきちんと考える
という考え方が別に必要になってくるのではないか。

によって犠牲者の数が全く違うということがあり、大
阪は河田先生の力、怖さがあって、避難しないことを
前提にした被害予測になっている。われわれのところ
もそのような被害予測を出すよう一生懸命協議した
が、それは非常に難しかった。そこで、逃げることを
前提に被害予測調査を出す代わりに、徹底的な津波防
災教育を行い、そのとおり実現させることを役所が約
束するというやりとりをした。

　 　そうなった大きな理由は、中小企業が集中している
ところが水に浸かりやすい場所であるということも
あって、産業が逃げていくことについて、役所が非常
にナーバスになっていたことだ。実はもっと少なかっ
た想定を、国のレベルよりは増やすというところまで
は何とか持っていくことができたが、それをワンオー
ダー上げて、10 万人のレベルまで持っていくことは
力及ばずできなかった。そのことは講演などで折に触
れて必ず言うようにしている。名古屋は津波避難をす
ることを前提にした被害予測を出している。津波避難
をしない前提の被害予測は、実は内緒で計算したのだ
が、やはり 10 万人だ。だからこそ、徹底的な教育と
皆さんの避難行動が重要である。それは今の名古屋と
大阪の問題だけではなく、南海トラフ巨大地震の被害
予測のやり方と首都直下地震の被害予測のやり方の違
いも似通った側面があるのではないかと感じている。

河�田：このような大きな災害の対策は一朝一夕にできる
わけがないので、どうやって時間をかけてクリアしてい
くかというところに知恵を使わなければいけない。その
知恵を使うところで、やはり隠し事をしてはいけない。

　 　中山先生、医療の問題も、例えば、私は高知県の南
海トラフ巨大地震時の医療の問題の委員長を務めた
が、3 万 6,000 人の重症者が出る、拠点病院の半分が
津波で浸水する、津波が怖いから救助作業ができない
ということで、結果的には政府のプッシュ型の支援
がなければギブアップだということで下駄を預けてい
る。下駄を預けたつもりが厚生労働省は何もやってい
ない。国に対する苦情も含めてご意見を頂きたい。

中�山：全く私が言いたいことを今言っていただいた。厚
生労働省もお忙しいとは思うが、南海トラフ地震の被
害を考えれば、病院を強くしなければ命など助けられ
ない。日本は、国、都道府県、市町村、医療などの現
場の階層別のチームワークもいまいち。ここまでの災
害に取り組むには、国としてのプッシュ型の情報管理
も含めて対策を取る必要があるのではないか。それぞ
れの守備範囲は、都道府県、市町村とも相談して、現
場のわれわれ医療人の意見も聞いていただきたい。地
道な対策としては、病院も含めてライフライン系を強
くするということがあり、本日はたくさんヒントが
あったが、その対策に割く予算が少な過ぎる。

河�田：世間的には、約 1,700 隊ある DMAT が活躍すれ
ば何とかなると思われているかもしれないが、高知県
には 64 隊しか来ないといわれているぐらいだから、
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うか、そのあたりを教えてほしい。

オ�ーガスティン：その点の連携が良いとは言えない。
US National Platform は連邦政府機関を通じてのみ国
連と結び付く。よって、今日話したような協力関係、
連携関係や複数のステークホルダーなどに関する議論
は、このプラットフォームからさまざまな海外プラッ
トフォームへの構造に組み込まれていない。田村先生
と私は数年前からこうした重要な国際的連携に取り組
んでいる。

　 　災害リスクの軽減やインクルージョン、各側面、関
係性、SDGs に関するご質問に答えたい。米国で私た
ちが感じていることの一つは、これらの言葉の政治化
である。気候変動はまさに政治用語であり、サステナ
ビリティも政治用語だ。レジリエンスは、現時点では
まだそれほどではないが。前に進むための方法の一つ
は、災害時だけでなく、災害が起きる前、起きていな
い間、起きた後にもこうした問題を話題にすることで
はないかと思う。

　 　レジリエントなコミュニティには、自然環境、社会
環境、経済環境、人や健康の環境、物理的環境という、
広く認められた五つの構成要素がある。これらの要素
は、地震や洪水、核攻撃その他に見舞われたときにも
耐えられる、さらに強い社会を構築しようとする中で、
インクルージョンや互いのつながりをつくるのに役立
つので、私たちを前進させてくれる。前進を考え、取
組を考え、連携を図り、人々と協力し、五つの構成要
素をできるだけ多く形にすることは、よりレジリエン
トなコミュニティを築き、それを成長させるタイムラ
イン上にあるものではないかと考える。

河�田：最後に、中山先生、福和先生からお話しいただき
たい。

中�山：私たち医療機関、福祉機関は、もっと強靱化しな
ければ、一人も残さない、一人も亡くさないというこ
とはできないのが現実だ。われわれは、特に建物やラ
イフライン系の強靱化を図らなければいけない。加え
て、災害時には、例えばライフライン系の企業などか
らその障害地域や回復の状況などに関する情報を優先
して提供して頂けるとよいのではないかと考えてい
る。私の報告で話したように、停電しているといった
情報をシステムに入れない医療機関があるが、ライフ
ライン系の企業はその情報を間違いなく持っている。
医療機関だけを優先しろとは言わないが、そのような
企業に支援していただくことが役に立つということを
今日を通して考えた。

福�和：時間軸の連携と空間軸の連携で、縦方向の連携も
要るし、横方向の連携も要るが、みんなで人任せにせ
ずに、自分の問題だと捉えながら、少しずつこの国の
全体の現状を理解する人を育てなければ、そこをつな
ぐ人は出てこない。それをやろうとするとお節介にも
ならなければいけないし、人も好きにならなければい

河�田：SDGs は 17 目標あるが、これのベースになったの
は 1990 年から始まった国際防災の 10 年（IDNDR）だ。
すなわち、今の国際的な活動の目標は全て防災から出
ている。ここまで来るのに、防災関係者が国際的にど
れだけ努力してきたか。ジュネーブにある国連国際防
災戦略事務局の現在のトップは日本の女性だ。SDGs
の目標のベースは防災から出ているのだから、内閣府
防災にはきちんとやってもらわなければいけない。わ
れわれは防災が国連の活動の基本をつくったのだとい
う誇りを持っている。元々インクルーシブを中心に置
いてやらなくてはいけないのに、環境問題などでぼか
されてしまって、one of them になってしまっている。
そこは私たちはプライドを持って、防災はこのような
問題を国際的に認知させることにつながっているのだ
ということをぜひ出してほしい。

　 　田村先生、いかがか。首都直下地震でもそのような
ことをしてもらわなければいけないのだが。

田�村：SDGs の他の目標も、インクルーシブも、Build 
Back Better も、どちらかというと平時と災害時と分
けるのではなく、シームレスにインクルーシブな社会
にしていこう、サステイナブルな社会にしていこう、
災害が起こる前から防災にとってより良い環境にして
いこうという考え方になっている。だから国際的には
切れ目がなく、環境なども入ってきているのではない
かと理解している。翻って日本を見ると、普段は自治
体は総務省が、福祉医療は厚生労働省が、学校は文部
科学省が仕切っていて、災害が起こったときは内閣府
が出てきて調整する。国の大きな役割分担の建て付け
はこれまでは効率的だったと思うが、国際的な目標に
向かって動いていくためには、タイムライン的にも、
災害前と災害後で分かれ過ぎではないかと思う。どう
思われるか。

松�川：全くそのとおりだ。要配慮者は、災害発生後、生
活再建でより一層支援が必要になる。従って、シーム
レスに適切な支援に結び付くように、平時から彼らに
関わっている福祉の方たちに、災害が発生するとどう
なるのか、その後、復興していくとはどういうことな
のか、時間軸にとらわれず、全てを学んでいただかな
ければいけないと考えている。

中�山：私の分野でも、医療と福祉が分かれがちで、
DMAT で急性期にいくら命が救えても、後で関連死
が出たら意味がない。避難所の状況はここ 20 年なか
なか変わっていない気がする。避難所や福祉避難所を
どう運営するのかを含めて、医療だけではなくて福祉
の方々にも、もっと出張ってやってもらわなければい
けないと思っている。

河�田：ローレンさん、米国はレジリエントをやっている
が、われわれから見ていると、これと国際的な活動と
の関係がよく分からない。国連でやっていることと米
国政府がやっていることはマッチングしているのかど
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ていただいて分かったと思う。本フォーラムはこれか
らも続けるので、情報共有をして、自分の分野だった
らどうするということを具体的に提案していただく
ことが、少しでもこの難局に巻き込まれないように、
何とか被害を小さくすることにつながるのではない
かと考えている。

けないので、河田先生的人間像の人をもう少し増やさ
なければ難しい。だから、河田先生的人間像の人をど
のようにつくれるかということを、河田先生に論文に
書いていただけると早道なのではないかと感じる。

河�田：今日ここにご出席いただいた方は、私もそうだ
が、初めて知ったことがたくさんあったと思う。つ
まり、私たちは情報社会にいるにもかかわら
ず、自分の分野以外の知識はあまり知らないと
いう形で災害に向かおうとしているのだ。被害
が非常に大きくなることは分かっているので、
原因が分かる前に、疑わしいことがあれば、そ
れにどう対処するかを考えておかなければなら
ない。南海トラフ巨大地震、首都直下地震が起
こるということを前提にしたときに、では今、
どうするのかということを考えなくてはいけな
い。私たちは知らないことがあまりにも多過ぎ
て、バランスの取れた対策が取りがたい状況に
置かれているということも、今日のお話を聞い

未来センターが発言することが無視できなくなってき
た。しかし、それに甘んじていてはいけない。それを活
かすことに私たちはこれから努力するつもりだ。阪神・
淡路大震災を経験した私たちが、この国の行く末につい
て、特に災害については責任を持って、政府にそれを進
めていただきたいと考えている。
　このようなフォーラムに参加していただき、皆さま方
が日常考えていることに、さらに正しい必要な知識がイ
ンプットされたのではないだろうか。私自身がそうで
あった。このような活動は、一部の研究者、一部の政治
家だけでできるものではなく、みんなが参加しなければ
いけないため、その輪を広げるためにも、こういうこと
をしっかりと考えていただく人を育てなければいけない
と思っている。24 年前にあの悲惨な経験をした阪神・淡
路大震災のこの地から、そのような情報を国に向かって
発信できるようになってきたということを、私たちは自
覚してこれからも活動していきたい。

　現在、問題が山積しており、かつ、時間をかけて真剣
に取り組まなければ一歩前進できない問題ばかりだ。私
は 1 月 21 日に、自由民主党の二階幹事長にお会いして、
防災で一体、政府は何をやらなければいけないかという
ことを聞いていただいた。そういうことをやらなければ、
本当に手遅れになる。だから、私は今年に入ってから、
ネクタイは赤系統にすることにした。調和型ではいけな
い、攻撃的に相手に接して、変えていただかなくてはい
けないという意味を込めている。政府は国土強靱化に随
分たくさんの予算を付けているが、本当にその事業が必
要なのかどうかをもっと考えなければいけない。この財
源のない時代に、官僚が考えたことだけでいいのかとい
うことが大変問題になっている。もっと私たちの活動と
政治との間隔を詰めなければいけない。政治は動かない
ではなくて、動かさなくてはならないのだ。
　阪神・淡路大震災から 24 年が経過し、ひょうご震災
記念 21 世紀研究機構を中心に、この地の知的なポテン
シャルが随分上がってきた。防災についても、人と防災

閉会挨拶

国際防災 ･人道支援協議会（DRA）会長代行
人と防災未来センター長

河田　惠昭
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